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第４次中期事業計画の評価 
 
 

平成２７年度から平成２９年度までの３ヵ年間の岐阜県信用保証協会の実績についての

評価は、以下のとおりです。 

岐阜県信用保証協会は、公的な「保証機関」として、中小企業者の資金調達の円滑化を図

り、中小企業者の健全な育成と地域経済の発展のために尽力しています。  
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１ 地域の動向及び信用保証協会の実績  

 

（１）地域経済及び中小企業の動向 

平成２７年度からの県内の経済状況は、政府の推進する各種政策の効果によって雇用・所得環境が改善し、緩

やかな回復が続きました。一方、原材料価格の上昇が製造コストを押し上げ、販売価格への転嫁が進まない中小

企業・小規模事業者の収益を圧迫したため、特に規模の小さな企業においては回復が限定的であり、加えて建設

業やサービス業を中心とした人手不足が慢性化し人件費の高まりが企業収益を圧迫する等、規模別、業種別での

ばらつきが生じています。 

ア 製造業 

全体的には底堅く推移し上向きの動きが続きましたが、一部の地場産業においては、海外製品との競合、国内

需要の低迷、原材料費の高騰による収益の圧迫等、厳しい状況が継続しました。 

イ 商業・サービス業 

全体的には、雇用環境の改善による賃金上昇の下、穏やかな回復が続きました。 

新車販売は、無資格検査問題を契機に減少しましたが、平成２８年度下期以降、力強さには欠けるもの

の回復傾向にあります。 

観光業は、堅調なインバウンド需要に牽引され回復が続きました。 

ウ 建設業 

公共工事は落ち着いた動きとなりましたが、消費税増税後に落ち込んだ住宅着工件数は回復が続きまし

た。 
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（２）中小企業向け融資及び保証の動向 

岐阜県内における貸出金の残高は、景気の回復を受け増加が続きました。 

一方、保証付き融資については、税理士連携短期継続特別保証、創業者フォローアップ強化保証「羽ばたき」

等の新たな保証制度の創設に加え、金融機関協調型提携融資保証の資格要件を拡大する等の推進を図りましたが、

低金利下における保証料の割高感等から限定的な効果に留まり、減少が続きました。 

 

（３）岐阜県内中小企業の資金繰り状況 

金融機関の積極姿勢の下、中小企業における借入難易感は改善が続き、条件変更により資金繰りの改善を図る

企業も減少傾向にあります。 

 

（４）岐阜県内中小企業の設備投資動向 

生産能力の拡大を目的とした投資等が増加傾向にあり、業績好調な企業を中心として好調に推移しています。 

 

（５）岐阜県内の雇用情勢 

完全失業率、有効求人倍率、新規卒業者の就職内定率は回復が続き雇用情勢は着実に改善していますが、一方

で企業においては人手不足が慢性化しつつあります。  
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２ 中期業務運営方針についての評価 
 

１）利用者ニーズに応じた保証推進による保証利用の拡大 

既存の保証制度に加え、平成２７年１２月には税理士会所属の税理士及び税理士法人と連携し、擬似資本的な資

金を供給することで資金繰りの安定を図り、合わせて決算期ごとの保証申込を通じた経営状況の把握により継続的

な経営支援に取組む「税理士連携短期継続特別保証」を創設し、利用者ニーズに応じた保証利用の促進に努めまし

た。また業況が改善しつつある返済条件緩和先企業等に対しては借換えによる正常化（以下「ランクアップ」とい

う。）を目的に「経営力強化保証」、「条件変更改善型借換保証」、「事業再生計画実施関連保証」等の活用を提案し

ました。 
 

 

税理士連携短期継続特別保証の承諾件数と承諾金額（金額単位：百万円） 

 

*２９年度実績は東海税理士会連携短期継続特別保証を含む 
 

経営力強化保証の承諾件数と承諾金額（金額単位：百万円） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ２７年度 ２８年度 ２９年度* 合 計 

件 数    １０７    ３７１    ４８３      ９６１ 

金 額 １,９０６ ６,２８８ ７,６３０ １５,８２４ 

   ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

件 数    １５２    １６５    １８２    ４９９ 

金 額 ２,７６２ ２,９８７ ２,９７４ ８,７２３ 
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条件変更改善型借換保証の承諾件数と承諾金額（金額単位：百万円） 

  

 
 

 
 

事業再生計画実施関連保証の承諾件数と承諾金額（金額単位：百万円） 
   

 

 

 

 

また、商工会議所・商工会を経由した保証について、３ヵ年続けてキャンペーンを行う等推進した結果、取扱い

は次第に増加し、商工団体との連携を深める活動の効果が表れました。 

 

商工会議所・商工会を経由した保証の承諾件数と承諾金額（金額単位：百万円） 

  

 

 

 
 

その他、金融機関に対して保証完済見込み先に対する再利用の提案を行う等、保証利用の拡大に取組みましたが、

中小企業者数の減少に加え、金融機関間における低金利競争やプロパー融資にウエイトを置くいわゆる「保証離れ」

等の影響により、利用企業者数は本中期事業計画期間中で２,７９８企業減少し、保証債務残高も１,０２１億円減

少することとなりました。 

   ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

件 数      ５   １６   ２１ 

金 額  ２５３ ４０９ ６６２ 

   ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

件 数   ２０     ６０   ５１    １３１ 

金 額 ４９５ １,５２６ ８５９ ２,８８０ 

   ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

件 数   ９４ １２６ １５５    ３７５ 

金 額 ４４５ ４８９ ６３４ １,５６８ 
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２）創業支援、事業承継等への積極的な対応 

岐阜県経済の発展には創業の増加が不可欠であるとの認識の下、平成２７年４月から県による保証料補助によっ

て企業が負担する保証料がゼロとなった県制度「創業支援資金」の推進を行うため、自治体や商工団体等が実施す

る創業セミナーへ積極的に参画してＰＲをするとともに、金融機関向け保証業務説明会等においても同制度の推進

に努めました。 

また、課題を抱える創業者に対しては「創業サポート事業」として外部専門家を派遣し、きめ細やかなフォロー

アップに努めました。 

さらに、信用力に乏しい業歴５年未満の企業の資金繰りを支えるべく、平成２８年度に協会制度「創業者フォロ

ーアップ強化保証『羽ばたき』」を創設し、平成２９年度には同制度の県制度版となる「県羽ばたき」(「創業支

援資金」の内枠）を創設しました。 

一方、事業承継を計画する中小企業に対する取組みについては、平成２９年度から「岐阜県事業承継ネットワー

ク連絡会議」に参加し、支援機関間の情報共有を図るとともに保証先企業に対する普及・広報活動を行った他、次

期３ヵ年に向け事業承継を目的とした新たな保証制度の立ち上げ準備を行いました。 
 

創業１年未満の企業に対する保証の承諾件数 
 

 

 

 

 

 

自治体や商工団体等が実施した創業セミナーへの参加回数 
 

  ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

件 数 １８７ ２０９ ２２０ ６１６ 

  ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

回 数 １０ １１ １３ ３４ 



7 

 

 

創業サポート事業による外部専門家を派遣した企業者数 

   

 

 
            

創業フォローアップ保証の承諾件数と承諾金額（金額単位：百万円） 

 

 
    

 

 

 

 

 

 

 

３）経営改善に向けた支援メニューの拡充 

国の平成２６年度補正予算に「信用保証協会中小企業・小規模事業者経営支援強化促進補助金」が計上されたこ

とを受け、当協会の返済条件緩和先に対する経営改善に向けた取組みを強化するため、平成２７年度に同補助金を

活用する「経営安定化支援事業」を策定しました。 

同事業における支援では、独力で経営改善を行うことが困難な企業に対して、協会職員又は協会が派遣した外部

専門家が企業の経営改善に向けた取組みを後押し、最終的にはランクアップを目指しました。また、本中期事業計

画期間中においても支援メニューの充実と支援先企業の拡大にも努めました。 

ランクアップについては、同取組みを推進するキャンペーンを実施したこともあり、平成２８年度から平成２９

  ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

企業者数   ３ ９ １２ 

 ２８年度 ２９年度 合 計 

制度名 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 

創業者フォローアップ強化保証「羽ばたき」   ５６ ２３１   １５   ６７   ７１ ２９８ 

創業支援資金の「羽ばたき枠」 通称:県羽ば

たき 

  １２４ ４７４ １２４ ４７４ 

合  計   ５６ ２３１ １３９ ５４２ １９５ ７７２ 
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年度の２ヵ年間で２０３企業がランクアップを果たしました。 

 

ランクアップを果たした企業者数 

 

 

*２７年度実績については計測を行っておらず不明 
 

なおランクアップはメイン行が中心となって取組むケースが一般的ではありますが、取引金融機関が複数にまた

がる等のため金融機関による経営支援が期待しづらい場合には、協会主導で外部専門家を派遣し経営改善計画を策

定する「経営改善計画サポート事業」を本中期事業計画期間中３７企業に対して取組み、うち２９企業が「事業再

生計画実施関連保証」によりランクアップを果たしました。 
 

経営改善計画サポート事業の後にランクアップを果たした企業者数 

*経営改善計画サポート事業に取組んだ企業者数とランクアップを果たした企業者数の差には次年度へ繰越し 

た企業を含む 
 

４）保証審査態勢の充実 

金融機関と連携して中小企業者の資金繰りを支援する「金融機関協調型提携融資保証（略称「協調α保証」）」に

ついて、キャンペーンを行って推進しました。特に平成２９年４月には対象者要件を拡大したことから、前年度を

大きく上回る実績となり、金融機関との適切なリスク分担を図ることに寄与しました。 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

企業者数 ―  ８７ １１６ ２０３ 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

経営改善計画サポート事業に取組んだ企業者数 １０ １８  ９ ３７ 

うちランクアップを果たした企業者数  ５ １７  ７ ２９ 
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協調α保証の承諾件数と承諾金額（金額単位：百万円） 
 

また、平成２７年度より早期代位弁済等に至った事例について、保証審査担当者を中心とした事例研究会を開催

し研究を行いました。研究結果については、現業部門のみならず全職員へ報告を行い、職員の審査能力向上に努め

ました。 

 
 

５）条件変更先への期中支援の取組み強化 

返済条件緩和先等には、取扱い金融機関と連携して現況把握を行ったうえで弾力的な条件変更を実施し、金融調

整に努めました。 

このうち本中期事業計画期間中１,３６６企業に対して、協会職員が金融機関担当者と一緒に企業訪問を行い現

況把握に加えて課題共有を図る「全力応援！ぎふサポート会議」を実施し、その過程で一般社団法人岐阜県中小企

業診断士協会と連携して経営診断を実施する「経営診断サービス（気づき支援型）」、又は平成２８年度に追加した

経営改善計画の策定を支援する「経営診断サービス（経営改善計画策定支援型）」に繋げる取組みを強化しました。 
 

     全力応援！ぎふサポート会議     

*「４）調整部門の充実・強化」で示す事故報告書受付先や延滞先に対するサポート会議も含む 

   ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

件 数    １９１    １０９    ２０９      ５０９ 

金 額 ５,８８３ ３,４０８ ５,１０２ １４,３９３ 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

企業者数 ３８８ ４５７ ５２１ １,３６６ 
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経営診断サービス（気づき支援型） 
 

経営診断サービス（経営改善計画策定支援型） 
 

 

 

 

６）金融機関、中小企業支援機関と連携した支援態勢の拡充  

岐阜県、商工団体、岐阜大学など９機関の経営支援機関ネットワーク「岐阜県経営支援機関担当者連絡会（サポ

ネットぎふ）」、行政、金融機関、経営支援機関など３５会員で構成する「岐阜企業力強化連携会議（全力応援！ぎ

ふネットワーク）」の事務局として定期的な会議運営を図り、関係支援機関間の情報共有や人的交流を図って支援

態勢の拡充を行いました。 
 

７）事業再生支援態勢の拡充 

抜本的な事業再生事案には、引き続き岐阜県中小企業再生支援協議会、ぎふ中小企業再生支援ファンド、金融機

関等と緊密に連携を図り、初期段階からバンクミーティングに参加し調整機能を果たしました。 

さらに、当協会の求償権先で事業を継続し定期弁済している先を選定し、当協会主導による求償権消滅保証へ繋

げる取組みを推進した結果、本中期事業計画期間中で７企業に対して実施しました。 

また、再生計画や事業改善計画等に基づき実施する暫定リスケ等返済緩和の条件変更に対応しました。 

  
 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

企業者数 １４ １３ １８ ４５ 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

企業者数 ― ２０ ２２ ４２ 
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事業再生支援の取組み状況（単位：企業者数） 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８）調整部門の充実・強化 

事故報告書の受付が減少傾向にある中、期中管理を充実すべく、事故報告書を受付した中小企業者に加え、１

回目の延滞が生じた中小企業者に対しても、金融機関と連携して「全力応援！ぎふサポート会議」を積極的に開

催しました。 

また、代位弁済方針となった企業に対しては速やかに手続きを進めることで、回収の早期着手に努めたほか、

金融機関説明会（期中管理）を定期的に開催することで、適正な期中管理の推進に努めました。 
 

     事故報告書受付先や延滞先に対する全力応援！ぎふサポート会議     
 

      

 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

求償権不等価譲渡 ０ ２ ０   ２ 

求償権消滅保証  ３ ３ １   ７ 

求 償 権 放 棄 ０ ０ ０   ０ 

求 償 権 Ｄ Ｄ Ｓ ０ ０ ０   ０ 

会 社 分 割 等 １ １ ２   ４ 

保証付債権ＤＤＳ １ ０ ０   １ 

合 計 ５ ６ ３ １４ 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

企業者数 １１２ ７４ ６４ ２５０ 
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金融機関説明会（期中管理）     
 

９）回収の効率化と向上策の実施 

効率的な回収を図るため、全ての求償権（管理事務停止債権を除く）について半期毎にヒアリングを実施し、

回収状況の確認、回収方針の見直しを実施したことに加え、自動督促に対し反応がない先について現地訪問を実

施し、回収の効率化と最大化を図ることに努めた結果、コンビニ収納システムによる回収件数・回収金額、弁済

契約締結者数の増加に繋がったが、定期回収額については、平成２９年度において僅かに前年割れとなりまし

た。 
 

     コンビニ収納システムによる回収状況（金額単位：百万円） 

*構成比：回収全体における割合 

 

 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

実施店舗数 ４７ ５０ ４７ １４４ 

 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

件 数 １１,７９９ １１,６４０ １２,０９７ ３５,５３６ 

構 成 比 ４６.７％ ４７.４％ ４９.５％ ― 

金 額    １８９    １８８    １９２ ５６９ 

構 成 比  ８.０％ ８.１％ １０.２％ ― 
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     弁済契約締結者数の状況 

 

      

 

定期回収額（費用込み）の状況（単位：百万円） 
 

 

 

 

１０）サービサーの活用による回収促進 

協会管理職及びサービサー管理職による「管理定例会議」のほか、「管理担当者会議」を定期的に開催するこ

とによって、具体的な事例への対応等、情報交換を行うことで回収促進を図りました。 

 

     委託件数及び回収実績（金額単位：百万円） 

 

 

 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

弁済契約締結者数 １,９９３ ２,０８４ ２,１３９ 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

金  額 ４８２ ４８３ ４７５ １,４４０ 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

委 託 件 数 １６４ ２４５ ２３３   ６４２ 

回 収 金 額 
（元  損） ４８６ ４４９ ６２３ １,５５８ 

（費用込み） ４９４ ４５６ ６３１ １,５８１ 
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１１）管理事務停止・求償権整理の推進 

求償権の全件ヒアリングに合わせ、将来にわたり回収困難と判断される求償権について管理事務停止を推進する

とともに、増加する求償権の圧縮を図るため求償権整理も推進し、人材などの経営資源を回収見込のある求償権に

集中できるよう努めました。 

  

     管理事務停止と求償権整理の実績（金額単位：百万円） 

１２）コンプライアンス態勢の充実・強化 

① 顧客情報保護管理態勢及びハラスメント対策を一層強化するようコンプライアンス・プログラムを策定し、そ

の実施状況をコンプライアンス委員会等で定期的に検証しつつ、コンプライアンスの確実な実践を図りました。 

また、役職員を対象に、コンプライアンスマニュアルを周知するとともに、随時、コンプライアンス関連規程

を見直し、コンプライアンス態勢の更なる充実･強化を図りました。 

② 反社会的勢力との関係を遮断するため、一元的な管理態勢の下で、警察ＯＢ職員を活用し、同勢力の情報収集

を実施しました。平成２８年度には、保証先が反社会的勢力であったことが判明した事案について組織一丸とな

って関係の遮断に努めた結果、完済へと至りました。 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 合 計 

管理事務停止 
件  数   ８６３   ６４６    ６８２   ２,１９１ 

金  額 ８,０８８ ６,００５ ６,１９４ ２０,２８７ 

求償権整理 
件  数    ９２５    ８５３    ６５１   ２,４２９ 

金  額 ６,２７０ ６,０４７ ４,９１４ １７,２３１ 
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また、平素から警察、公益財団法人岐阜県暴力追放推進センター等外部機関と緊密に連携しました。 

  

１３）人材の育成 

① 人材育成基本計画に基づいて、課長が各課員の成長課題を明確にしたうえで各種研修への参加や資格取得を推

奨し、一般社団法人全国信用保証協会連合会主催の階層別・課題別研修を中心とした外部研修へ積極的に参加し

ました。 

② 中小企業・小規模事業者の視点で誠意と熱意を持って行動ができる職員の育成を図るべく、平成２８年度にお

いては再生支援協議会より講師を招いて抜本再生スキームについて基礎知識を習得することを目的とした研修

会を実施し、平成２９年度においては弁護士を講師に招いて法改正に伴う基礎知識を習得することを目的とした

法務研修会を実施したほか、専門家を講師に招いて事業改善にかかる着眼点と手法を学ぶ研修会を実施しまし

た。 

  

１４）危機管理体制の強化 

① ＢＣＰ（事業継続計画）に基づく安否確認訓練を毎年度実施したほか、平成２８年度においては「ＢＣＰ関係

届出書」を設け、時間を要していた役職員のＢＣＰ関係情報の収集、とりまとめをタイムリーに行なえる体制と

するとともに、「岐阜県信用保証協会 地震災害 対応読本」を作成・配布し、防災意識の向上を図りました。 

また、平成２９年度においては、ＢＣＰ（事業継続計画）を有効に機能させるため、保証協会システムセンター

株式会社が実施する「用賀センター（東京）被災を想定したももちセンター（福岡）への切替訓練」に参加しま

した。 

② システム関連障害、特に保証料違算の発生防止を図るため、システム部門において毎月検証を実施しました。 
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平成２８年５月に運用を開始した保証料業務統一化について、各部の職員をメンバーとするワーキンググルー

プを立上げ、課題を整理し対応しました。 

専門知識を有するシステム担当者を新たに配置し、システムリスク管理体制の強化に努めました。 

  

１５）広報、広聴活動などの充実、強化 

① テレビ・ラジオなどマスメディアを使った広報活動を継続的に実施し、信用保証協会の認知度及び保証利用度

の向上に努めました。 

また、平成２９年度には、岐阜市内で配布されているフリーペーパーに、保証付融資を利用した創業者の紹介

記事を、創業保証の広告とともに掲載し、創業支援の取組みのＰＲに努めました。 

② ホームページについては、随時情報を発信し積極的に情報公開を行うとともに、平成２７年度には関係機関の

利便性向上を図るため、金融機関専用ページと商工団体・市町村専用ページを統合し、あわせてページ構成・

レイアウトの見直しを行いました。 

③ 中小企業団体や商工団体等中小企業支援機関を役職員で随時訪問するとともに、これらの機関が主催する各種

会合に参加して連携強化を図るほか、保証協会に求めるニーズ等について意見交換を行いました。 

④ 関係機関向けの「保証の手引」を平成２８年９月に改訂し、配布しました。 

また、金融機関職員向けの保証及び期中管理業務に関する説明会を岐阜市・多治見市・高山市の３箇所におい

て継続的に実施し、本中期事業計画期間中に約１,２００名の参加を得て、信用保証制度や協会業務の適切な運

用の周知に努めました。 

⑤ 地域の大学等との連携として、県内の大学（岐阜大学、岐阜聖徳学園大学、岐阜経済大学、中部学院大学）、

専門学校（岐阜調理専門学校、ベルフォートアカデミーオブビューティ）、高等学校（県立岐阜商業高等学校）
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において学生向けの講義を実施し、本中期事業計画期間中に約２,５００名の参加を得て、起業家マインドの醸

成や信用補完制度の社会的認知度の向上に努めました。 
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●外部評価委員会の意見等 
 

景気動向は、政府の推進する各種政策の効果により穏やかな回復が続いていますが、県内中小企業・小規模事業者

においては、その効果が十分に行き届いていない企業も相当数存在します。 

そういったなか、保証承諾については、金利水準の低下等により前年割れが続いていますが、多様化する企業のニ

ーズに合った保証制度を開発・推進し、一定の成果を挙げていることについて評価をします。 

現状の経済環境において、保証承諾が劇的に増加することは難しいと考えますが、業歴が浅い、零細企業である、

リスケ状態にある、等の理由により、民間金融機関から十分な資金調達を行うことが困難な企業に対して、保証協会

の支援を特に期待したいです。 

期中支援については、国の補助金も活用しながら毎年その取組みを充実させていることについて評価をします。 

今年４月に実施された信用保証制度の見直しにより、経営の改善発達支援に関する保証協会への期待が高まってい

るなか、適切なリスク分担を進めることで金融機関としての取組みも促しつつ、協会独自の取組みも一層進めていた

だきたいです。 

回収については、代位弁済が減少傾向にあることに加え、担保や保証人に依存しない保証の増加もあって厳しい回

収環境にありますが、３年連続で計画を達成したことを評価します。 

今後は、回収の効率化を一層進めるとともに、経営者の再チャレンジ目線を取り入れた回収についても期待をした

いです。 

その他、反社会的勢力の排除について組織的に対応する等、コンプライアンス態勢の充実が図られていることを評

価します。コンプライアンスの遵守は保証協会にとって重要な課題であり、今後もしっかりと取組んでいただきたい
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です。 

最後に、大学等と連携した講義やセミナーの実施による起業家マインドの醸成、フリーペーパーを活用した創業者

の紹介等については、地方創生に繋がるものでもあり、評価をするとともに一層の充実を期待したいです。 


